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本書は､ まず序論に引き続いて､ 第 1部に､ リンドン・
Ｂ・ジョンソンの経歴と立法指導､ 第 2 部に､ ｢偉大な
社会｣ 計画の構想と展望､ 第 3 部に､ ｢偉大な社会｣ 計
画の促進､ という大きく 3部から構成されている｡ さら
に､ 第 1部では第 1章に､ ジョンソンの経歴と立法指導､
第 2部では第 2章に､ アメリカにおける社会問題と課題､
ならびに第 3 章に､ 一般教書演説 (1964 年－1969 年) に見る ｢偉大な社会｣ 計画､ 第 3
部では第 4章に､ 公民権法－少数派の差別撤廃､ 第 5 章に､ 経済機会法－貧困追放､ 第 6
章に､ メディケア・メディケイド－老齢者医療保障と低所得者医療扶助､ 第 7章に､ 初等・
中等教育法－教育機会の改善､ 第 8章に､ レディー・バード・ジョンソンと高速道路美化
法の成立－環境問題と景観問題､ の以上から構成され､ 最後に､ 結論で完結されている｡
ジョンソン大統領は､ 1908 年､ アメリカ南部のディープ・サウスと呼ばれるテキサス
州に生まれた｡ 1937 年に民主党から連邦下院議員選挙に出馬して初当選し､ 1948 年に連
邦上院議員に転出､ 1953 年には上院院内総務に就任する｡ さらに､ 1961 年にジョン・Ｆ・
ケネディー (		) 大統領の下で副大統領となり､ 1963 年にケネディー大統
領の暗殺によって､ 55 歳でアメリカ第36代大統領に就任する｡ ジョンソン大統領は､ 大







｢偉大な社会｣ 計画を打ち出してアメリカの福祉社会を充実させた｡ 一方､ 外交面ではベ
トナム戦争の泥沼化を招いて国民の批判を浴び､ この責任を取って､ 1969 年についに退
任に追い込まれている｡ ジョンソン大統領は､ 大統領退任後､ 生まれ故郷のテキサス州ジョ
ンソン・シティーのＬＢＪ牧場に戻って執筆活動に専念し､ 1973 年 1 月 22 日に没した｡
遺体は､ 首都ワシントンのアーリントン墓地ではなく､ 生まれ育ったＬＢＪ牧場に埋葬さ
れている｡
因みに､ ジョンソン大統領が唱えた ｢偉大な社会｣ 計画の内容とは､ 一口に言えば､
｢貧困撲滅計画 (	
		)｣ ｢公民権法 (	)｣ ｢メディケアお
よびメディケイド (	)｣ ｢環境保護法 (		)｣
｢消費者保護法(		)｣ の 5 つの主柱からなるものである｡ これらは､
本書を通じて､ それぞれ詳細に論究されている｡
まず､ 本書において､ ジョンソン大統領と ｢偉大な社会｣ 計画について検討され､ 考察
され､ そして論究されているあらすじを概観する｡
序論においては､ 本書の目的と研究史の概観が試みられている｡ 本書が執筆された基本
的な目的に沿って､ 1960 年代のケネディーおよびジョンソン両大統領によって通算 8 年
間にわたって継続された､ 民主党政権が推進した一連の“リベラルかつ進歩的な政治政策”
の内容が検討されている｡ 特に､ 全体を通じて､ ジョンソン大統領が推進したいわゆる
｢偉大な社会｣ 計画に焦点をあて､ その政策内容が多角的に検討されている｡
1963 年 11 月 22 日､ ジョン・Ｆ・ケネディー大統領の暗殺を受けて､ 当時副大統領の
ジョンソンが第36代アメリカ合衆国大統領に昇格した際､ ジョンソン大統領は､ ケネディー
政権が積み残した ｢ニューフロンティア｣ 政策に象徴される課題を実現することを国民に
約束した｡ その内容とは､ ジョンソン大統領がおこなった一般教書演説をはじめ､ いくつ
かの特別教書をはじめ､ 各地でおこなった演説のなかで明らかにされている｡ そのうちの
もっとも特徴的なものは､ 1964 年 5月 22日､ ジョンソン大統領がミシガン大学でおこなっ
た演説のなかで､ 自らの政権の主要な政策を ｢偉大な社会｣ という言葉を用いて表現し､
アメリカが単に経済的繁栄だけにとどまらず､ 国民生活の質をも追求することを示唆した｡
こうして ｢偉大な社会｣ 計画と名付けられたジョンソン政権の政策は､ 具体的には1964 年
の公民権法および経済機会法の成立を皮切りに次々に法律として具体化されていった｡
1964 年大統領選挙で地滑り的な大勝を博したジョンソンは､ さらに 1965 年および 1966
年の連邦議会においても歴史的な多数の法案 (メディケア・メディケイド､ 初等・中等教
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育法､ 高速道路美化法など) の成立を達成し､ いわゆる ｢福祉社会｣ を実現していった｡
遡って､ 1929 年にニューヨーク市ウォール街における株式市場の株価暴落によって､
大恐慌が生じたのを受けて､ 1930 年代にフランクリン・Ｄ・ローズベルト (	

) 大統領が実施したいわゆる ｢ニューディール｣ 政策は､ あらゆる社会分野にお
いて連邦政府による大規模な介入を招き､ 結果的に ｢大きな政府｣＝｢行政国家化｣ の拡大
に繋がったことを指摘している｡ その後､ 1960年代の大統領選で勝利した民主党ケネディー
政権も基本的にはその流れを汲むもので､ ケネディー政権における ｢ニューフロンティア｣




ある｡ それらの法案の中には､ 人種差別是正のための公民権立法､ 豊かな社会のなかの貧
困追放を意図する反貧困立法＝経済機会法､ 老齢者や低所得階層の医療支援としてのメディ
ケア・メディケイド､ 初等・中等教育に関する連邦政府の援助､ 国民生活の質的向上を目
指す消費者保護立法および環境立法などがあった｡ ジョンソン大統領は､ 第 2次世界大戦
以降のアメリカ､ とりわけ 1960 年代のアメリカ社会に存在した多くの諸問題に対して積
極的に取り組んで諸立法を成立させ､ これを実践していったことを論述している｡
つまり､ ジョンソン大統領が ｢偉大な社会｣ 計画というスローガンのもとに実施した
｢社会福祉｣ 政策とは､ ローズベルト大統領によって推進された“ニューディール・リベ
ラリズム”という政治的イデオロギーの潮流のなかでトルーマン大統領の ｢フェア・ディー
ル｣ 政策およびケネディー大統領の ｢ニューフロンティア｣ 政策に続いて､ 現代のアメリ
カ社会に取り残された諸問題を解決するための施策として位置づけられると考察している｡
ここでは､ 以上の認識を前提として､ ジョンソン大統領が推進した ｢偉大な社会｣ 計画に
関する先行研究を概観している｡
次に第 1部の第 1章､ ジョンソンの経歴と立法指導においては､ ジョンソンの経歴を踏
まえて､ 彼の政治的指導力の源泉および議会対策の姿勢を考察し､ ジョンソン大統領のリー
ダーシップの特色について論究するとともに､ ｢偉大な社会｣ 計画の評価を試みている｡
ジョンソン大統領は､ ケネディー政権が積み残した多くの政策の実現を図り､ 1964 年には､
黒人の差別撤廃を目指す画期的な公民権法案を成立させた｡ また､ ｢偉大な社会｣ 計画の
なかで､ 教育､ 福祉､ 貧困対策､ 環境保全､ 都市開発などの各分野において多数の進歩的
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入とそのエスカレーションによって決定的な過ちを犯した｡ 1964 年 8 月の ｢トンキン湾
決議 ()｣ を契機に､ アメリカ軍は北ベトナムへの北爆を開始し
たものの､ 北ベトナムと ｢民族解放戦線 (ベトコン)｣ の勢力を抑えきれず､ 最終的には
50 万人の軍隊を派遣するにいたった｡ そのため､ 全米で反戦運動が高まり､ ベトナム戦
争は泥沼化し､ ジョンソン大統領は､ 内外から大きな批判をあびる結果となった｡ 1968
年 3 月､ ジョンソン大統領は､ 北爆停止と 1968 年大統領選挙への不出馬を発表して､ 失




の人々が見返りを受ける ｢コンセンサス政治｣ の一部であったとみている｡ こうした見解




続いて､ 第 2部の第 2章､ アメリカにおける社会問題と課題においては､ 第 2次世界大
戦後､ 米ソ冷戦が進行し､ ｢資本主義体制｣ が完成する過程において､ アメリカ国民に残
された多くの社会問題の実態を検討している｡ 続く第 3章､ 一般教書 (1964 年－1969 年)
にみる ｢偉大な社会｣ 計画の概要を理解するために､ ジョンソン大統領がおこなった 1964
年から 1969 年までの ｢一般教書｣ 演説を取り上げており､ ベトナム戦争との関係やその他
の社会的争点 (黒人暴動､ 学園紛争など) を詳細に検討している｡
同じく､ 第 3 章の第 9 節､ ｢貧困との戦い｣ において､ ジョンソン大統領が推進する反
貧困法案の立法の一つとして ｢経済機会法｣ を取り上げている｡ 同法案は 1964 年 8 月 20
日に成立している｡ ジョンソン大統領は､ 1964 年 3 月 16 日に ｢貧困との戦い｣ に関する
特別教書のなかで､ アメリカの機会をあらゆる国民に分配する必要があると強調し､ 反貧
困法案を連邦議会の議題に乗せるように勧告した｡
同第 10 節､ 医療および教育において､ 1965 年 7 月 20 日､ ジョンソン大統領が推進す
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る ｢偉大な社会｣ 計画における重要な立法の一つであった老齢者医療保障 (メディケア)
と貧困家庭医療扶助 (メディケイド) が成立したことを論究している｡ 7 月 30 日､ ジョ
ンソン大統領は､ トルーマン前大統領の故郷であるミズーリ州インディペンデンスにおい
て､ 社会保障改正法案の署名式典に出席し､ 法案に署名をおこなっている｡
メディケアの内容は､ 65 歳以上の高齢者を対象とするもので､ 加入は強制で､ 加入を拒
否することはできない｡ ただし､ 補助の支援を拒否することは可能である｡ 補助額は賃金
税と加入者の掛け金を基準にして支給され､ 高齢者の入院費､ 養老施設費､ 派遣看護婦な
どへの費用などを補助するものである｡ 一方､ メディケイドは､ 年齢にかかわらず低所得
家庭に医療扶助をおこなうもので､ 連邦政府の資金提供によって､ 州政府が自立していな
い子供､ 高齢者､ 障害者などをかかえる貧困家庭に対する包括的な医療補助である｡
第 3 部の第 4 章､ 公民権法－少数派の差別撤廃では､ 1964 年公民権法の成立過程にお
けるジョンソン大統領の役割を分析している｡ 特に､ ジョンソン大統領の政治的経歴のな
かで､ 少数派に対する差別撤廃に関する言動を取り上げ､ その変化のプロセスを詳細に検
討している｡ 同じく第 5章､ 経済機会法－貧困追放では､ アメリカにおける貧困問題の実
態とこれへの対策を考察している｡ ジョンソン政権下で成立した貧困撲滅を目指した経済
機会法を手掛かりに､ ｢地域社会｣ における貧困対策の問題点を取り上げている｡ 経済機




となっていた ｢老齢者医療保障 (メディケア)｣ および ｢低所得者医療扶助 (メディケイ
ド)｣ を取り上げ､ 近年公表されたジョンソン大統領の電話会話記録などを利用しながら､
メディケア・メディケイド法案の成立プロセスにおけるジョンソン大統領の立法指導とそ
の役割を詳細に考察している｡ 第 7章､ 初等・中等教育法－教育機会の改善においては､
｢1965 年初等・中等教育法｣ を取り上げ､ 同法の成立過程でジョンソン大統領が立法上の
主導権をどのように展開していったかを検討し､ 同法の矛盾と問題点を分析している｡ ジョ
ンソン大統領は､ 自身が最初の職業として小学校と高等学校の教師の経歴を持っていたこ









ド”の活動とその役割を検討している｡ 特に､ ｢1965 年高速道路美化法｣ の成立プロセス
に焦点を当て､ ジョンソン政権下における景観問題や環境問題に対するレディー・バード
の役割をつぶさに考察している｡ ｢1965 年高速道路美化法｣ は､ レディー・バードによる
懸命の努力の結果､ 1965 年 10 月 22 日､ ジョンソン大統領の署名によって成立したもの
である｡
最後に､ 結論においては､ 以上の論述を踏まえて､ 第 1に､ ジョンソン政権を戦後アメ
リカ政治の文脈のなかでどのように位置づけるべきかという問題を指摘した上で､ 第 2に､
ジョンソン大統領の政策決定スタイルの特徴を検討し､ 第 3に､ ジョンソン大統領の政治
イデオロギーの変遷､ つまり､ 政治上の立場の変化を検討している｡ 第 4に､ ジョンソン
大統領が推進した ｢偉大な社会｣ 計画の全体像を総括している｡
結論として､ 以下の各点を提示している｡ 第 1に､ ジョンソン大統領を戦後アメリカの
なかでどのように位置づけるかについては､ いわゆる ｢ニューディール｣ 期以降のリベラ
ルな ｢大きな政府｣ の流れのなかで､ 結果的に ｢行政国家｣ の促進につながったことは間
違いないと分析している｡ そして､ 内政面において､ ケネディー政権の ｢ニューフロンティ
ア｣ 政策を継承し､ その完成を目指した ｢偉大な社会｣ 計画の実態によって､ ｢アメリカ
型社会福祉体制｣ の確立に成功したと観察している｡ 他方､ 連邦政府機構の肥大化､ 連邦
支出の増大､ 連邦政府による州政府に対する大規模な介入､ 非効率なバラマキ行政をもた
らし､ 特に､“声なき中産階級”の批判を浴びて､ アメリカ社会が分裂する契機となった
点も否めないとしている｡ 第 2に､ ジョンソン政権の政策決定スタイルの特徴については､
ニクソンのスタイルに近く､ 権威主義的でワンマン型政策決定スタイルであったと分析し
ている｡ 第 3に､ ジョンソン大統領の政治イデオロギーの変遷､ つまり政治上の立場の変
化については､ 当初､ ローズベルト大統領の立場を踏襲するいわゆる“ニューディール・
リベラリスト”として出発し､ 連邦議員の初期においては､ リベラルな政策を支持する進
歩的立場をとった｡ しかし､ 第 2次世界大戦ならびに米ソ冷戦の進展に伴い､ アメリカ社
会が保守化するなかで､ 南部の民主党保守派と歩調を合わせて､ その立場を右傾化させて








は､ 過去のいかなる大統領もなしえなかった黒人公民権の回復をはじめ､ 貧困追放､ 教育
への連邦補助､ 高齢者医療保険等の社会福祉分野で多大な業績を残している｡ また､ ジョ
ンソン大統領が推進した ｢偉大な社会｣ 計画の分析を通じて､ いわゆる ｢ニューディール
社会福祉体制｣ の確立と限界について詳細に論究されている｡
ジョンソン大統領に関しては､ すでに多数の先達の先行研究が存在する環境のなかで上












(へきむ ひろみ 政治学博士 インディアナ歴史学会会員)
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